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2015-2017
活動実績報告（概要）



2015



第２条（⽬的）
本会は、アルコール検知器の技術や品質の向上、ならびにアルコール検知器の
普及啓発によって業界の地位の向上を図る。
本会は、関係官庁、各団体との連携と会員相互の協調を通じて、アルコールの過剰摂取や
短時間での⼤量摂取等に代表される飲酒問題や⾃動⾞等の飲酒運転の根絶に寄与すること
を⽬的とする。本会は、営利を⽬的としない組織である。

第３条（活動）
本会は、前条の⽬的を達成するために、次の活動を⾏う。
（１）アルコール検知器の利⽤と活⽤に係る普及および啓発。
（２）アルコール検知器の技術・品質向上のための調査研究。
（３）アルコール検知器および飲酒運転防⽌に関連する法令の周知および広報。
（４）アルコール検知器に関連する⾏政機関との連絡、協議。
（５）アルコール検知器や飲酒の専⾨知識を⽤いた道路交通安全の促進および普及。
（６）アルコール検知技術や交通安全政策に関する国際交流。
（７）アルコール健康障害対策基本法に関連する⾏政機関および各団体等との連携。
（８）その他、会の⽬的を達成するために必要な活動。

アルコール検知器協議会設⽴の⽬的と活動内容



2016-2017 17社から21社に
正会員

NISSHAエフアイエス株式会社
光明理化学⼯業株式会社
サンコーテクノ株式会社
新コスモス電機株式会社
株式会社タニタ
中央⾃動⾞⼯業株式会社
株式会社データ・テック
株式会社テックウエルインターナショナルジャパン
テレニシ株式会社
東海電⼦株式会社
株式会社東洋マーク製作所
ドコモ・システムズ株式会社
ドレーゲル・セイフティー ジャパン株式会社
株式会社ネモト・センサエンジニアリング
株式会社パーマンコーポレーション
株式会社パイ・アール
フィガロ技研株式会社
前野技研⼯業株式会社
株式会社ヤナコ計測

準会員
名鉄EIエンジニア株式会社
株式会社篠原計器製作所

2018年4⽉1⽇



アルコール検知器
業界（協議会）

使⽤者
個⼈
法⼈
団体

関係省庁
（国交省・警察庁
消費者庁・経産省

内閣府・他）

製造事業者 販売事業者

製造販売事業者

協議会

飲酒問題
ゼロ

協議会の位置づけ



アルコール検知器
業界（協議会）

使⽤者
個⼈
法⼈

バス協
トラ協

ハイタク連
NASVA

岡⼭県警・安協
東京都

関係省庁
（国交省・警察庁
消費者庁・経産省

内閣府・他）

製造事業者 販売事業者

製造販売事業者

協議会

飲酒問題
ゼロ

2015-2017外部との繋がり



各業界団体との繋がり・広報活動



各業界団体との繋がり・広報活動（業務委員）

⼀般 事業⽤

業界
団体

⾏政

⾃動⾞⼯業会

NASVA バス協

国⼟交通省へ
パブリックコメント提出県警・交通安協



各業界団体との繋がり・広報活動（技術委員）
経産省の標準化事業における呼気試験機分科会（年１開催）。任意団体として標準化・規格化推進中であることを説

明してきた。年度報告書に、アルコール検知器協議会の活動が報告されている。



2015-2017 活動予定（3カ年）
活動内容 初年度 ２年⽬ ３年⽬

２０１５ ２０１６ ２０１７
設⽴総会

第1回総会

プレスリリース

WGの⽴ち上げ

各業界団体への認知活動

現⾏法令の整理

HPの制作

啓発資料の拡充

性能要件（⾃主基準）

プラン２００９への協⼒提⾔

⽬的別 検知器選定ガイドライン

飲酒運転防⽌条例の研究

検知器を使った独⾃の教育プログラム

T2016への参加、他国調査

飲酒運転違反者 対策の研究

OIML R126 WGとの情報共有

飲酒運転防⽌シンポジウム開催



3年間の実績
活動内容 初年度 ２年⽬ ３年⽬

２０１５ ２０１６ ２０１７
設⽴総会

総会

プレスリリース

WGの⽴ち上げ

各業界団体への認知活動

現⾏法令の整理

HPの制作

啓発資料の拡充

性能要件（⾃主基準）

プラン２００９への協⼒提⾔

⽬的別 検知器選定ガイドライン

飲酒運転防⽌条例の研究

検知器を使った独⾃の教育プログラム

T2016への参加、他国調査

飲酒運転違反者 対策の研究

OIML R126 WGとの情報共有

飲酒運転防⽌シンポジウム開催

第1回
6⽉23⽇

4⽉8⽇

普及啓発WG、検定化WG
国交省、トラ協、バス協会

NASVA、ASK訪問

会員企業

J-BACマーク制度（草案）

第2回
4⽉28⽇

普及啓発普及啓発WG
検定WG,R126WG

⽂書作成中

⾃主検定 6社14機種
第三者機関版策定作業

バス協展⽰、NASVA展⽰
各協会訪問

⾃主検定内容公開
検定合格品リスト化

協議会の広報チラシ ⾃主検定制度の広報
認定機器の広報

第三者機関版⽂書完成
第三者機関契約

第3回
4⽉24⽇

ベルリン報
告

経産省
呼気分科会

プレス
投稿

T2016ブラジル
光明様参加

T20XX⽴候補の
可能性調査

IT点呼
パブコメ提出

経産省
呼気分科会

バス協展⽰、NASVA展⽰
各協会訪問

ワルシャ
ワ報告

⾃主検定内容公開
検定合格品リスト化

検定⽂書添付化

⾃主検定品リスト
メンテナンス啓発広告



 2015年度は、
認知度を上げる活動（業界団体等）

2015-2017

 2016年度は、
⾃主検定策定、認定機器公表

 2017年度は、
広報強化＋外部検定移⾏



アルコール検知器協議会
第4回定時総会

第⼆号議案

2018-2020
中期活動計画（案）

アルコール検知器協議会
2018年4⽉23⽇

幹事会



アルコール検知器協議会

2018-2020中期活動計画
（案）

Japan-Breath Alcohol testing Consortium



2018年以降の組織と機関

総会

会⻑
副会⻑

幹事会 運営
執⾏機関

議決機関

事務局

技術委員会 業務委員会

監事
会計監査



第２条（⽬的）
本会は、アルコール検知器の技術や品質の向上、ならびにアルコール検知器の
普及啓発によって業界の地位の向上を図る。
本会は、関係官庁、各団体との連携と会員相互の協調を通じて、アルコールの過剰摂取や
短時間での⼤量摂取等に代表される飲酒問題や⾃動⾞等の飲酒運転の根絶に寄与すること
を⽬的とする。本会は、営利を⽬的としない組織である。

第３条（活動）
本会は、前条の⽬的を達成するために、次の活動を⾏う。
（１）アルコール検知器の利⽤と活⽤に係る普及および啓発。
（２）アルコール検知器の技術・品質向上のための調査研究。
（３）アルコール検知器および飲酒運転防⽌に関連する法令の周知および広報。
（４）アルコール検知器に関連する⾏政機関との連絡、協議。
（５）アルコール検知器や飲酒の専⾨知識を⽤いた道路交通安全の促進および普及。
（６）アルコール検知技術や交通安全政策に関する国際交流。
（７）アルコール健康障害対策基本法に関連する⾏政機関および各団体等との連携。
（８）その他、会の⽬的を達成するために必要な活動。

アルコール検知器協議会設⽴の⽬的と活動内容



発⾜時の理念（設⽴総会）
近年、飲酒運転による死傷事故が⼤きな社会問題となっています。このため、悪質な

危険 運転防⽌を⽬的に、２００６年に⾃動⾞運転過失致死傷罪を規定した刑法改正が⾏
われ、 飲酒運転の罰則がより強化されるなど法規制による対策が講じられています。

２０１１年 ５⽉には、⾃動⾞運送事業者の点呼時における 酒気帯びの確認について、
従来の⽬視等の チェックに加え、アルコール検知器を⽤いることが義務付けられました。

また、過度な飲酒による健康障害も深刻化しています。アルコールの過剰な摂取は、
⽣活習慣病のリスクを⾼めるほか、急性アルコール中毒やアルコール依存症を引き起こ
したりします。このため、適切なアルコール利⽤をサポートするアルコール検知器の役
割はますます重要になってきています。

アルコール検知器は、健康管理⽤途の⼀般向けの商品と、運送事業者がアルコール検
知に ⽤いる業務⽤の商品があり、年々その市場は拡⼤しています。これに伴い、⼀般向
け、事業者向けを問わず様々なシーンでアルコール検知器が利⽤される反⾯、２⽉に独
⽴⾏政法 ⼈国⺠⽣活センターが注意喚起をしたように、誤った解釈をしていたり、正し
い使い⽅ができていなかったりするケースが散⾒されるようになっています。 このため
本協議会では、活動開始にあたって⼆つのワーキンググループ（「検定化ワーキン ググ
ループ」「普及啓発ワーキンググループ」）を⽴ち上げ、検知器技術の向上とともに、
飲酒問題および飲酒運転への対処・防⽌に関する正しい知識を啓発していきます。具体
的には「検定化ワーキンググループ」では、⼀定の品質基準を満たしていることを認定
する 検定制度導⼊に向けて評価基準や品質保証ガイドラインを策定。⼀⽅、「普及啓発
ワーキン ググループ」では、各種団体や企業と連携しながら飲酒運転防⽌やアルコール
検知器の正しい使い⽅に関する情報発信、シンポジウムの開催などを予定しています



アルコール関連問題
アルコールと、肝臓病
アルコールと、すい臓病
アルコールと、循環器疾患
アルコールと、メタボ
アルコールと、癌（がん）
アルコールと、⻭科疾患
アルコールの消化管への影響
アルコールと、痛⾵

アルコールと、うつ
アルコールと、⾃殺
アルコールと、認知症
アルコールと、アルコール依存症
アルコールと、薬物依存

アルコールと、交通事故（飲酒運転）
アルコールと、歩⾏者の転倒、転落
アルコールと、溺死
アルコールと、凍死
アルコールと、吐しゃ物吸引

アルコールと、アルハラ（イッキ）

アルコールと、家庭内暴⼒（DV)

アルコールと、児童虐待

アルコールと、⾼齢者虐待

事故系 健康障害系

精神保健衛生犯罪・事件

表に出る系

表に出ない系



アルコール関連問題（飲酒運転） 2015-2017

飲酒運転は、下げまりから、前年⽐増へ

201

213

204

26664
26423

27195

3585

3757

3582

飲酒死亡事故

飲酒事故

飲酒運転違反



アルコール関連問題（飲酒運転） プロドライバー

54件

H28



2018年度 各委員の役割
会則 第３条（活動内容） 業務委員会 技術委員会

（１）アルコール検知器の利⽤と活⽤に係る普及および啓発。 ○

（２）アルコール検知器の技術・品質向上のための調査研究。 ○

（３）アルコール検知器および飲酒運転防⽌に関連する法令の周知および広報。 ○

（４）アルコール検知器に関連する⾏政機関との連絡、協議。 ○ ○

（５）アルコール検知器や飲酒の専⾨知識を⽤いた道路交通安全の促進および普及。 ○

（６）アルコール検知技術や交通安全政策に関する国際交流。 ○ ○

（７）アルコール健康障害対策基本法に関連する⾏政機関および各団体等との連携。 ○

（８）その他、会の⽬的を達成するために必要な活動。 ○ ○



2018-2020活動計画
会則 活動内容

１年⽬ ２年⽬ ３年⽬

２０１８ ２０１９ ２０２０

（１）検知器の利⽤と活⽤に係る普及と啓発

啓発資料のウェブ拡充

検知器業界・市場情報のウェブ拡充

新検定の広報とウェブ拡充

（２）アルコール検知器の技術・品質向上の
ための調査研究。

外部検定の定着、規格の拡充

海外規格の動向調査

JIS化の可否調査

（３）アルコール検知器および飲酒運転防⽌
に関連する法令の周知および広報。 現⾏法令、刑罰の整理とウェブ拡充

（４）アルコール検知器に関連する⾏政機関
との連絡、協議。

未接触各業界団体への認知活動

国⼟交通省プラン2020「飲酒運転根絶」

経産省 呼気試験機分科会との連絡、協議

（５）アルコール検知器や飲酒の専⾨知識を
⽤いた道路交通安全の促進および普及。

アルコール検知器を使った、協議会ならではの
教育開発プログラム（協議会認定インストラクター）

（６）アルコール検知技術や交通安全政策に
関する国際交流。

海外の飲酒運転交通政策調査とウェブ拡充

飲酒問題シンポジウム調査（T2025開催へ向けて）

海外の検定機関の調査（訪問か招聘）

（７）アルコール健康障害対策基本法に関連
する⾏政機関および各団体等との連携。

各都道府県の飲酒運転防⽌条例、アルコール健康障害
対策プログラムへの提⾔

（８）その他、会の⽬的を達成するために必
要な活動。 J-BACのITシステム化、WEB充実化



 2018年度は、
外部検定スタート、新WEB＆運営IT化、
JIS化検討着⼿

2018-2020

 2019年度は、
外部検定の広報、認知活動の本格化
JIS化可否判断

 2020年度は、
J-BACの意義と検定が認知され、
JIS活動具体化

NEW



2018年度(2018年4⽉〜2019年3⽉）
単年度予算（案）

活動内容 予算執⾏
委員 予算

2018年度

4 - 6⽉ 7 - 9⽉ 10-12⽉ 1 - 3⽉

1-1 HP費⽤（作成･更新･維持管理等） 業務 150万 50万 50万 50万

1-2 全⽇本交通安全協会HPバナー掲載料 業務 36万円 9万円 9万円 9万円 9万円

1-3 交通安全関連団体への認知活動
（展⽰会出展費⽤） 業務 25万円 5万円 10万円 10万円

1-4 備品調達（展⽰会等使⽤物品） 業務 10万円 10万円

1-5 発送運賃等（展⽰会等使⽤物品） 業務 10万円 2万円 4万円 4万円

1-6 マスコットキャラクター関連費⽤ 業務 15万円 10万円 5万円

1-7 名刺・ポスター等印刷物制作(更新)費⽤ 業務 14万円 5万円 5万円 2万円 2万円

2-1 技術調査（トレーサビリティ研究・翻
訳・外部機関検定準備） 技術 36万 12万 12万 12万

合計 296万 34万 83万 92万 87万



（１）検知器の利⽤と活⽤に係る
普及と啓発



（１）検知器の利⽤と活⽤に係る普及と啓発

検索 アルコール検知器



業界ならではの情報提供
例：検知器の産業構造・市場規模とは？

⾃動⾞⼯業会ウェブサイト
＜⽇本の⾃動⾞産業」より
http://www.jama.or.jp/industry/index.html

業界としての情報を集約し・公開することで信頼を得、
「要望・提⾔」ができるよう、⽬指す。

（根拠や情報も出さずに、補助⾦や規制強化を訴えても説
得⼒がない）



（２）アルコール検知器の技術・
品質向上のための調査研究。



J-BAC×CERI
外部検定の定着を⽬指す

step1 試験委託
step2 規格の拡充
step3 運営委託
step4 JIS 調査
step5 JIS 検定化



（３）アルコール検知器および飲酒運転防
⽌に関連する法令の周知および広報。



○道路交通法
○道路交通法道路交通法施⾏令における「呼気検知」
○⾃動⾞運送事業における「酒気帯び」
○⾃動⾞運送事業における「アルコール検知器」
○国⼟交通⼤⾂が定める「アルコール検知器」
○安全運転管理制度における酒気帯び禁⽌
○依頼要求罪、酒類提供罪、⾞両提供罪（周辺３法）
○危険運転致死傷罪
○鉄道、船舶、航空業界における飲酒操舵の法令



⽇本国の法令等における 呼気 アルコール アルコール検知に関する
「⽤語の定義」（未整理状態）

アルコール
定義

呼気
定義

⽣理ガス
⼲渉ガス

⾎中
定義

酒気帯び
定義

アルコール
検知器表記

アルコール
インターロック

定義
精度、校正など
「性能要件」

道路交通法 × × × 道交法６５条 × × ×

道路交通法
施⾏令 × 44条

「呼気検査」

117条
呼気検査は、
⾵船であり、
0.15mg/L

⾎中の場合0.3%

117条
呼気検査は、
⾵船であり、
0.15mg/L

⾎中の場合0.3%

⾵船⼜は
アルコールを
検知する機器

× ×

国⼟交通省告⽰
（官報） × × ×

アルコール検知器
とは

呼気、表⽰、警告
× ×

国交省
運輸規則

輸送安全規則
× ×

⽬視のほか、
「アルコール

検知器」を⽤いて
点呼７条

点呼２４条 × 有効性保持

国⼟交通省
解釈の通達

酒気帯びの
定義は

道交法施⾏令
ではなく

道交法６５条

酒気帯びの
定義は

道交法施⾏令
ではなく

道交法６５条

酒気帯びの
定義は

道交法施⾏令
ではなく

道交法６５条

当⾯性能要件は
問わないものと

する

アルコールを
検知して

原動を動かない
ようにするもの

メーカーの
説明とは別に

アルコール
インターロック

技術指針

エタノールの
定義は

OIML準拠
エチルアルコール

呼気（量）サンプ
リングの定義
公称限度値

1.0L

種々のガス
8.2項 × × ×

アルコール
インターロックの

定義

精度要件
繰り返し再現性

精度要件
（ガス選択性）

校正要件

OIML R126
証拠⽤呼気

分析計
2010年3⽉

エチル
アルコール 1.2L以上

アセトン
0.5mg/L

メタノール
0.1mg/l

イソプロパノール
0.1mg/l

⼀酸化炭素
0.2mg/l９

× ×

R126
第⼀部
計量

および
技術要件

×

R126
第⼆部

計量管理
および

性能試験
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沖縄 トラック協会
助成⾦アリ

各トラック協会 アルコール検知器助成制度 状況

（出所：東海電子調べ、2014年7月1日時点）

準備中・
助成金なし・不明

＜いろいろな表現があります＞
○ハンディチェッカー
○卓上式
○ハンディモバイルタイプ
○アルコールチェッカー
○設置記録式
○携帯電話活⽤タイプ
○アルコール検知器装置等は、ハンディタイプを除く機器とする｡
○ハンディ型・記録型検知器
○事務所⽤機器
○記録型検査機器
○遠隔地検査管理機器（⾞載⽤測定装置）
○システム型（管理ソフト、端末セット、マウスピース、カメラ及び専⽤ケーブル等）
○⾼度点呼時運⽤管理機器
○卓上据置型のアルコール検知器



（４）アルコール検知器に関連する⾏政機
関との連絡、協議。



飲酒運転等悪質な法令違反の根絶
（プラン２０２０）

「飲酒運転や覚醒剤・危険ドラッグの服⽤は、その⾏為⾃体が反社会的であ
り、事業⽤⾃動⾞の運転以前の問題として、厳に⾏ってはならないものであ
る。しかしながら、事業⽤⾃動⾞の飲酒運転による⼈⾝事故は、平成２８年
時点においても、いまだ５４件発⽣している」

事業者は、運転者がこのような⾏ 為を⾏わないよう継続的・反復的に指導
監督を⾏うとともに、⾏政は違反に対する厳格な処分を⾏う必要がある。

また、このような⾏為の背景に医学的・⼼理的な依存等の事情がある可能
性もあり、指導・処分だけでは絶無を期すことはできないと考えられること
から、事業者において点呼時等における飲酒検知はもとより、所持品を確認し、
携帯電話・スマートフォンを所持させる場合は運転席から届かない場所に保管
させる等の運⾏管理を徹底するほか、アルコール依存症等の検査及びその結果
に応じた医学的知⾒を踏まえた対策についても検討する必要があ る。



点呼とアルコール検知器の関係

業種 点呼
条⽂

解釈及び運⽤について
（最新平成30年3⽉30⽇）

事故防⽌対策推進
⽀援事業

過労運転防⽌に
能要件

Gマーク
Safetyバス

トラック
協会

次世代運⾏
記録計

貨
物

輸送
安全
規則
7条

(4)「国⼟交通⼤⾂が定めた
機器」とは、営業所で管理す
る機器であって、そのカメラ、
モニター等によって、運⾏管
理者等が運転者の酒気帯びの
有無、疾病、疲 労等の状況を
随時確認でき、かつ、当該機
器により⾏おうとする点呼に
おいて、 当該運転者の酒気帯
びの状況に関する測定結果を、
⾃動的に記録及び保存すると
ともに当該運⾏理者等が当該
測定結果を直ちに確認できる
ものをいう。

ITを活⽤した遠隔地
における点呼機器

「この場合のアルコール
検知器は、他の営業所等
に常時設置されており、
検査⽇時及び測定数値を
⾃動的に 記録できる機
能を有するものに限る」

○呼気吹込み式アル
コールインターロック
（国⼟交通省の技術指
針に適合しているもの
とする）
○ＩＴ機器を活⽤した
遠隔地で⾏う点呼に使
⽤する携帯型アルコー
ル検知器（但し、Ｇ
マーク認定事業所が導
⼊する場合に限り、助
成対象とします。

遠隔地でのリアルタイ
ム運⾏管理・⽀援」
「実効性の⾼いIT点呼
アルコールチェック」
（オプション）

旅
客

運輸
規則
２４
条

⾼性能な記録型
アルコール検知器

簡易型の
アルコール検知器

簡易型のモバイル
アルコール検知器

告⽰や解釈では、性能要件は問わないとしながらも、アルコール検知器に⾔及している
「評価制度」や「助成制度」があり、メーカーとしても、「低コスト」で機器開発、
少ない投資で済むよう、要件については事前に意⾒交換が必要と考えています。



安全運転管理者選任事業所＝３３万カ所



運輸業界以外の、業界に対して
⽇本産業分類 ５６０万 クルマを使う

卸売業，⼩売業 1,357,030 〇
宿泊業，飲⾷サービス業 701,241 〇
建設業 495,608 〇
⽣活関連サービス業，娯楽業 470,744 〇
製造業 453,810 〇
医療，福祉 430,265 △
不動産業，物品賃貸業 355,102 △
サービス業（他に分類されないもの） 354,898 △
学術研究，専⾨・技術サービス業 221,414 〇
教育，学習⽀援業 166,415 △
運輸業，郵便業 131,213 ◎（義務）
⾦融業，保険業 84,330 ×
情報通信業 64,527 ×
複合サービス事業 33,872 ？
農林漁業（個⼈経営を除く） 32,675 △
電気・ガス・熱供給・⽔道業 4,874 〇
鉱業，採⽯業，砂利採取業 1,957 △

www.stat.go.jp/data/nihon/zuhyou/n150600600.xls（総務省産業分類）

運
輸
業
業
以
外
の
⼀
般
企
業
に
も
、

ア
ル
コ
ー
ル
検
知
器
や
教
育
が
必

要
で
あ
る
。



北海道 (社)北海道安全運転管理者協会

⻘森県 (社)⻘森県安全運転管理者協会

岩⼿県 岩⼿県安全運転管理者部会連合会

宮城県 (社)宮城県安全運転管理者協会

秋⽥県 秋⽥県安全運転管理者協会

⼭形県 ⼭形県安全運転管理者協議会連合会

福島県 (社)福島県安全運転管理者協会

茨城県 (社)茨城県安全運転管理者協議会

栃⽊県 (社)栃⽊県安全運転管理者協議会

群⾺県 (社)群⾺県安全運転管理者協議会

埼⽟県 (社)埼⽟県安全運転管理者協会

千葉県 (社)千葉県安全運転管理協会

東京都 東京安全運転管理者部会連合協議会

神奈川県 (社)神奈川県安全運転管理者連合会

新潟県 (社)新潟県安全運転管理者協会

富⼭県 富⼭県安全運転管理者連絡協議会

⽯川県 (社)⽯川県安全運転管理者協議会連合会

福井県 福井県安全運転管理者協議会連合会

⼭梨県 (社)⼭梨県安全運転管理者協議会

⻑野県 (社)⻑野県安全運転管理者協会

岐⾩県 岐⾩県安全運転管理部会連合会

静岡県 (社)静岡県安全運転管理協会

愛知県 (社)愛知県安全運転管理協議会

三重県 (社)三重県安全運転管理協議会

滋賀県 (社)滋賀県安全運転管理者協会

京都府 京都府安全運転管理委員会

⼤阪府 ⼤阪府安全運転管理者連絡協議会

兵庫県 兵庫県安全運転管理者部会連絡協議会

奈良県 ⼀般社団法⼈ 奈良県安全運転管理者協会

和歌⼭県 和歌⼭県安全運転管理委員会

⿃取県 ⿃取県安全運転運⾏管理者協議会連合会

島根県 (社)島根県安全運転管理者協会

岡⼭県 岡⼭県安全運転管理者協議会連合会

広島県 (社)広島県安全運転管理協議会

⼭⼝県 (社)⼭⼝県安全運転管理者協議会

徳島県 (社)徳島県安全運転管理協会

⾹川県 ⾹川県安全運転管理連絡協議会

愛媛県 愛媛県安全運転管理者連絡協議会

⾼知県 (社)⾼知県安全運転管理者協議会連合会

福岡県 福岡県安全運転管理協議会

佐賀県 佐賀県安全運転管理者協議会

⻑崎県 ⻑崎県安全運転管理協議会

熊本県 ⼀般社団法⼈ 熊本県安全運転管理者等協議会

⼤分県 ⼀般社団法⼈ ⼤分県安全運転管理協議会

宮崎県 宮崎県安全運転管理者等協議会

⿅児島県 (社)⿅児島県安全運転管理協議会

沖縄県 (財)沖縄県交通安全協会（沖縄県安全運転管理委員会）



認定機器以外で、できることを
ウェブサイトでアピール



認定機器アピール以外で、できること
（ところで、何をしてくれるのですか？ へどう応えるか？）

検知器協議会が派遣できる講師
（インストラクター）



（５）アルコール検知器や飲酒の専⾨知識
を⽤いた道路交通安全の促進および普及。



アルコール検知器の
専⾨知識

飲酒に関する知識

交通
安全団体

法⼈
（運輸）

（５）アルコール検知器や飲酒の専⾨知識を
⽤いた道路交通安全の促進および普及

プラン２００９
飲酒に関する教育

官公庁
公共団体

⼀般
企業

⼤学
他学校

アルコール検知器協議会

NASVA等

交通社会



運輸事業者に対するアルコール専⾨教育の実施数
アルコール検知器の専⾨家集団は、教育実施のサポートができるのではないか？

事業者１０００社アンケートより（発起⼈４社実施）
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実施例）検知器と組み合わせた特徴のある飲酒運転防⽌教育プログラム
アルコール摂取者の残酒量個体差グラフ

4単位＝500m⽸ビール4本分(純アルコール80g）

HO⽒のみ5単位



（６）アルコール検知技術や交通安全政策
に関する国際交流



飲酒事故率 飲酒死亡事故/事故全体 備考

⽇本 9.6% 710件/7358件 2004年

ドイツ 12% 2004年

英国 17.8% 530件/2946件 2004年

オーストラリア 21% 2003年

カナダ 39% 1080件/2769件 2003年

アメリカ 34.9% 12,998件/37261件 2006年

⽇本 5.8% 269件/4611件 2011年

出典：内閣府 常習飲酒運転者の⾏動抑⽌に係る調査研究 より
http://www8.cao.go.jp/koutu/chou-ken/h21/pdf/ref/365-380.pdf

世界の飲酒事故率（⽇本は低いのか）



Harmonazation with Policy Maker or Data Scientist for 
Alcohol ,Drug and Traffic Safety

アルコール・薬物と交通安全問題などを
扱う国際学会との交流



アルコール検知技術や交通安全政策に関する国際交流

○ＩＣＡＤＴＳ（International Council on Alcohol,Drugs and Traffic Safety)

ＩＣＡＤＴＳにおいて、⽇本の飲酒運転防⽌の取り組みや、
アルコール検知器の⾼度な利⽤⽅法を紹介し、かつ、
他国の飲酒運転防⽌施策の最新の情報を得、会員や関係各省庁に
展開する。



他国の検定プログラムや試験機関の調査（⾒学か招聘）

候補機関
 ⽶国 DOT
 フランス LNE
 ドイツ PTB
 オランダ NMI
 スウェーデン MHF

より、信頼性のある
検定制度となるために

検定機関同⼠が、⾒学しあう場⾯（ワルシャワ国際会議にて）



その他2018-2020活動⽬標

（７）アルコール健康障害対策基本法に関
連する⾏政機関および各団体等との連携。

→各都道府県の飲酒運転防⽌条例、アル
コール健康障害対策プログラムへの提⾔

（８）その他、会の⽬的を達成するために
必要な活動。

→J-BACのITシステム化、WEB充実化



アルコール健康障害対策基本法
この法律は、酒類が国⺠の⽣活に豊かさと潤いを与えるものであるとともに、酒類に関する伝統と⽂化が国⺠の⽣活に深く浸
透している⼀⽅で、不適切な飲酒はアルコール健康障害の原因となり、アルコール健康障害は、本⼈の健康の問題であるのみ
ならず、その家族への深刻な影響や重⼤な社会問題を⽣じさせる危険性が⾼いことに鑑み、アルコール健康障害対策に関し、
基本理念を定め、及び国、地⽅公共団体等の責務を明らかにするとともに、アルコール健康障害対策の基本となる事項を定め
ること等により、アルコール健康障害対策を総合的かつ計画的に推進して、アルコール健康障害の発⽣、進⾏及び再発の防⽌
を図り、あわせてアルコール健康障害を有する者等に対する⽀援の充実を図り、もって国⺠の健康を保護するとともに、安⼼
して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを⽬的とする。

国がやるべきこと 事業者（酒造・販売）が
やるべきこと 国⺠がやるべきこと

厚⽣労働⼤⾂がやるべきこと 地⽅公共団体がやるべきこと 医師等がやるべきこと

第10条 アルコール関連問題啓発習慣（11⽉10⽇〜16⽇）

第15条 教育の振興等（家庭、学校、職場その他の様々な場における教育・広報）

第18条 アルコール健康障害に関連して飲酒運転等をした者に対する指導等

第22条 ⺠間団体の活動に対する⽀援

第24条 アルコール健康障害の発⽣、進⾏および再発の防⽌並びに治療の⽅法に関する研究、アルコール
関連問題に関する実態調査その他の調査研究を推進するために必要な措置を講ずるものとする



事業者や検知器メーカーが知っている
アルコール検知者の実態

事業者１０００社アンケートより（発起⼈４社実施）



事業者１０００社アンケートより（発起⼈４社実施）

事業者や検知器メーカーが知っている
アルコール検知者の実態



連携

飲酒問題

「ゼロ」

政府 地⽅公共

団体
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⾏政

司法・⽴法
⼤学研究者

（公共政策）

飲⾷関連

企業

⺠間企業

交通関連

トラック・バス

タクシー協会

ｱﾙｺｰﾙ検知器

協議会

ｱﾙｺｰﾙ検知器

協議会

⾃動⾞

メーカー

NPO

被害者

団体


